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資料1－1  

平成20年度診療報酬改定の  

基本方針の検討について   



Ⅰ全体の構成について  

論点1平成20年度診療報酬改定の基本方針については、平成18年度改定  

時の「基本的な医療政策の方向性」を踏まえつつ、継続性を重視する観  

点から、前回の視点を基礎として整理することとしてはどうか。  

論点2 地域医療の確保・充実のため、産科・小児科を始めとする病院勤務医  

の現状を踏まえ、平成20年度診療報酬改定においては、病院勤務医の  
負担軽減を図ることに、特に、重点を置くべきではないか。  

【考えられる視点（平成18年度診療報酬改定の基本方針と同様）】  

（1）患者から見て分かりやすく、患者の生活の質（QOL）を高める医療を実  

現する視点  

（2）質の高い医療を効率的に提供するために医療機能の分化・連携を推  

進する視点  

（3）我が国の医療の中で今後重点的に対応していくべきと思われる領域  

の評価の在り方について検討する視点  

（4）医療費の配分の中で効率化余地があると思われる領域の評価の在り  

方について検討する視点   



Ⅱ 各論に盛り込むべき事項について  

【重点事項】地域医療の確保・充実を図り、勤務医の負担を軽減するための項目  

【考えられる論点 】   

＜産科・小児科への重点評価＞  

（1）産科りJ、児科などの診療科において、必要な医師が確保できず、医療の提供や  
患者の受療に支障が生じている状況があることから、産科については、ハイリスク  
分娩管理加算の評価の拡大等について検討するとともに、母胎搬送が円滑に行わ  

れるための方策を検討する必要があるのではないか。また、小児医療についても、  

必要に応じて、手厚い評価を検討する必要があるのではないか。   

＜診療所からの支援＞  

（2）診療所と病院の機能の分担と相互の連携に着目し、勤務医の負担軽減を図るた  
め、初再診料や入院料等の基本料での対応を検討する必要があるのではないか。   

＜外来縮小に向けた取組の評価＞  

（3）病院は主として入院機能を担っていくべきであることから、大病院が入院医療の  

比重を高めていくことを促進する取組を評価することを検討する必要があるのでは  

ないか。   

＜院内における事務負担の軽減＞  

（4）病院内の業務分担を見直し、医師が必ずしも自ら行う必要のない書類作成等の  
業務を医師以外の者に担わせることができる体制を推進することについて検討する  

必要があるのではないか。  2   



視点1患者から見て分かりやすく、患者の生活の質（QOL）を高める医療を実  

現する視点  

【考えられる論点】  

（1）患者本位の医療を実現するためには、まず患者から見てわかりやすい医療とし   

ていくことが前提であり、患者に対し医療に関する積極的な情報提供を推進してい   

くことが必要ではないか。具体的には、平成18年度改定において、保険医療機関   

に対し医療真の内容の分かる領収書の発行を義務付けたが、さらに、患者の要請   

に応じて医療機関が明細書を発行することについてどのように考えるか。  

＜通院治療の質の確保＞  

（2）患者の生活を重視する視点から、がんなどの治療についても、通院しながら治   

療を受けることができるよう、質を確保しつつ外来医療への移行を図ることを検討   

する必要があるのではないか。  

＜保険薬局の機能強化＞  

（3）患者の生活実態や休日夜間、救急外来診療の状況を踏まえ、患者がいつでも   

安心して医薬品の提供を受けられるようにするため、地域単位での薬局における   

調剤の休日夜間や24時間対応の体制などの評価を検討する必要があるのでは   

ないか。   



視点2 質の高い医療を効率的に提供するために医療機能の分化・連携を推進  

する視点  

【考えられる論点】   

＜外来縮小に向けた取組の評価之  

（1）病院は主として入院機能を担っていくべきであることから、大病院が入院医療の   
比重を高めていくことを促進する取組を検討する必要があるのではないか。（重   
点事項（3）の再掲）   

く脚  

（2）診療所と病院の機能の分担と相互の連携に着目し、勤務医の負担軽減を図る   
ため、初再診料や入院料等の基本料での対応を検討する必要があるのではない   
か。（重点事項（2）の再掲）   

く質の評価手法の検討＞  

（3）医療の質については、医師の経験年数や有すべき施設といった提供側が具備   
すべき要件を設けること等により確保してきたが、提供された医療の結果により質   
を評価する手法を検討する必要があるのではないか。   

＜医療ニーズに着月した評価＞  

（4）診療報酬上評価されている医療従事者の配置や医療行為l 

ニーズに応じたものであるかどうかについて検討する必要があるのではないか。  
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（5）在宅医療については、緩和ケアに関するニーズの高まりなど在宅医療が変化し   

ている状況を踏まえ、在宅療養支援診療所を中心に医療関係者が連携を図り推   
進するよう検討する必要があるのではないか。  

＜産科Ⅰ小児科への重点評価＞  

（6）産科・小児科などの診療科において、必要な医師が確保できず、医療の提供や   
患者の受療に支障が生じている状況があることから、産科については、ハイリスク   
分娩管理加算の評価の拡大等について検討するとともに、母胎搬送が円滑に行   

われるための方策を検討する必要があるのではないか。また、小児医療について   
も、必要に応じて、手厚い評価を検討する必要があるのではないか。  

（重点事項（1）の再掲）  

（7）歯科診療に関する指針等の見直しを踏まえ、口腔機能を含めた総合的な管理と   
併せ、歯や口腔機能を長期的に維持する技術等を評価することについて検討する   
必要があるのではないか。  

＜院内における事務負担の軽邁＞  

（8）病院内の業務分担を見直し、医師が必ずしも自ら行う必要のない書類作成等の   
業務を医師以外の者に担わせることができる体制を推進することについて検討す   

る必要があるのではないか。（重点事項（4）の再掲）   



視点3 我が国の医療の中で今後重点的に対応していくべきと思われる領域の  

評価の在り方について検討する視点  

【考えられる論点】  

＜がん対策＞  

（1）がんについては、「がん対策推進基本計画」に基づき、がん医療の推進のための   

評価を検討する必要があるのではないか。  
具体的には、我が国で普及が必要な放射線療法や化学療法について、その評価   

を検討するとともに、がん診療の均てん化や緩和ケアの推進のための評価を検討   
する必要があるのではないか。  

＜脳卒中対策＞  

（2）脳卒中については、高齢化の進展とともに、患者数の急増が見込まれ、発症後早   

期の治療からリハビリまでの医療提供体制の充実が求められている。  

医療計画においても、予防から発症、在宅医療まで、地域で円滑に提供できる体   

制の整備を進めており、診療報酬においても、発症後早期の治療体制や地域連携   
クリテイカルパスを用いた円滑な医療提供体制の構築等について、評価を検討する   
必要があるのではないか。  
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（3）我が国の自殺者の増加に対応するため、必要な人が適切な精神科医療を受け   

られるよう評価を検討する必要があるのではないか。   

具体的には、身体症状を訴える患者でうつ病等の可能性がある場合に、精神科   
医療と連携する取組を評価するとともに、再度の自殺企図の防止のため、救急外   
来において自殺企図者に精神科医が診療を行う取組について評価を検討する必   

要があるのではないか。  

＜子どもの心の対策＞  

（4）子どもの心の問題についても、必要な医療が十分に提供されるよう、心の問題   

を専門に取り扱う医療機関について、手厚い評価を検討する必要があるのではな   

いか。  

安全の  

（5）医療安全は、医療の基礎となるものであるが、その更なる向上の観点から、医   
療安全を確保するための新しい技術や取組等について、評価を検討する必要があ   
るのではないか。  

＜イノベーション等の評価＞  

（6）革新的な新薬等を適切に評価できるよう薬価等の評価体系を見直すことが必要   

ではないか。また、併せて後発医薬品の使用促進のための環境整備を検討してい   

くことが必要ではないか。   



視点4 医療真の配分の中で効率化余地があると思われる領域の評価の在り  

方について検討する視点  

【考えられる論点】   

く醐  

（1）医療技術の進展と普及に伴い、新しい技術等について療養の給付とすることを   
検討するとともに、相対的に治療効果が低くなった技術等については、新しい技   
術への置き換えが着実に進むよう、適正に評価を行うことを検討する必要がある   
のではないか。   

く後発屡薬品の使用促進＞  

（2）革新的な新薬の適切な評価の検討とともに、特許の切れた医薬品については   
後発医薬品への置き換えが着実に進む方策を検討する必要があるのではない   

か。   

く市場実勢価格の反映＞  

（3）医薬品、医療材料、検査等のいわゆる「もの代」については、市場実勢価格等   
を踏まえた適正な評価を進めることとしてはどうか。   

＜医療二丁ズ岸着目した評価＞  

（4）診療報酬上評価されている医療従事者の配置や医療行為について、真の医   
療ニーズに応じたものであるかどうかについて検討する必要があるのではないか。   
（視点2の（4）の再掲）  
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後期高齢者医療の診療報酬体系の骨子の具体的検討   

後期高齢者医療の診療報酬については、「後期高齢者医療の診療報酬体系の   
骨子」（平成19年10月10日社会保障審議会後期高齢者医療の在り方に関する特   

別部会）を踏まえて、現在、中医協において、具体的検討を行っているところ。   

【具体的な検討項目の例】  

○ 複数の慢性疾患を有する後期高齢者については、外来医療や在宅医療で受けて  

いる診療内容や患者の意向を踏まえた診療が、入院先の医療機関においても引  

き続き提供されるようにするための評価の在り方  

○ 外来医療について、複数の疾患を抱える患者を総合的に診る取組を推進するた  

めの評価の在り方  

○ 在宅医療において、医療、介護・福祉の関係者が情報共有と連携を行い、後期高  

齢者と家族が安心・納得できる医療を提供する取組や24時間連絡体制の整った  

訪問看護を推進するための評価の在り方  

等   



病院勤務医の負担に係る問題について  
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病院勤務医数の推移等  
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救急について  

小児科について  
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緊急医師確保対策について  



病院勤務医の負担に係る問題について（まとめ）  

1 病院勤務医数の変遷  
（1）病院勤務医数は、近年増加傾向にある。また、全体に占める割合は約6割程度であり、その割合も近年  
で大きく変わっていない。  

（2）診療科別に見ると、小児科は横ばいであるが、産婦人科は減少しており、診療科間で異なる傾向が見  

られている。   

2 病院勤務医の勤務時間（※）  
（1）病院勤務医は診療所勤務医に比べて、勤務時間が長い傾向がある。  
・病院勤務医：平均48時間／週  

・診療所勤務医：平均40時間／週 弱  

（2）病院勤務医の外来にかかる時間は、勤務時間のうち、約1／4を占める。  

※勤務時間とは、医師が医療機関に滞在する時間から、休憩時間■自己研修・研究を除いた時間である。   

3  時間外の対応  
救急搬送の内訳としては、軽症の割合が多く、18時以降も通常の診療時間帯と同様に多くの救急搬送   

に対応している。   

4 病院勤務医の負担の原因（アンケート調査の結果）  
病院勤務医の負担が増えている人の割合は、増加しており、その理由として  
①患者■診療時間の増加、②書類への対応 等があった。  
また、負担を減らす方法として、①医師を増やすことの他に、②医師以外の職員に業務を移すこと  
等があった。   



医師数の年次推移  

○ 平成10年から平成16年において、病院勤務医は10，583名（6．9％）、診療所勤務医数は9，152名  
（10．9％）増加。（病院・診療所の合計では19，735人（8．3％）増加）  

○ 近年は、病院と診療所に勤務する割合の大きな変化は見られていない。  

・一卜厚師加 －jl－－ゴ吉陪蔓h妄妄「蚕如 rk＿＿号令ゴ市前蔓小事妄「専軸  
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平成16年 医師■歯科医師・薬剤師調査  
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○都道府県別に見て、人口10万人対医師数は134．2（埼玉県）から282．4（徳島県）まで存在。   

（人口10万人対従事医師数で見ると、129．4（埼玉県）から264．2（東京都）まで存在。）  

○ しかし、平成10年から16年において、東京都、大阪府の医師が顕著に増加している事実はなく、医師が大都市に   

一極集中しているとまでは必ずしもいえない。  

平成10年  平成16年  

（総医師数）      （総医師数）  （従事医師数）   

全国   196．6   211．7   201   

北海道   192．8   216．2   203．6   

青森   168．3   173．7   164   

岩手   168．8   179．1   167．9   

宮城   184．7   201   188   

秋田   177．1   193．2   181．9   

山形   177．2   198．8   184．2   

福島   167．5   178．1   171   

茨城   136．4   150   142．3   

栃木   181   200．2   189．8   
群馬   187．9   201．4   192．2   
埼玉   116．5   134．2   129．4   

干葉   138．3   152   146   

東京   264．4   278．4   264．2   

神奈川   164．2   174．2   167．4   

新潟   168．8   179．4   166．9   

富山   207．6   230．4   213．6   

石川   253．5   252．8   238．8   

福井   197．1   212．4   202．7   

山梨   180．8   193   186．8   

長野   171．9   190．9   181．8   

岐阜   156．8   171．3   165   

静岡   157．7   174．9   168．5   

愛知   175   184．9   174．9  

平成10年  平成16年  

（総医師数）      （総医師数）  （従事医師数）   

三重   175．6   184．3   176．8   

滋賀   176．3   200．8   189．7   

京都   262．9   274．8   258．3   

大阪   228．9   244．6   231．2   

兵庫   193．7   207．1   197．3   

奈良   180．2   204．3   196．7   

和歌山   221．4   247．8   236．8   

鳥取   255．8   280．6   258．3   

島根   228．1   253   238．1   

岡山   237   258．8   246．3   

広島   222．9   237   224．9   

山口   216．6   237．9   224．1   

徳島   263．3   282．4   262．4   

香川   233．7   249．7   236．6   
愛媛   219．3   233．2   223．9   

高知   258．3   273．6   261．4   

福岡   252．1   26∈‡   253．2   

佐賀   209．7   228．2   216．4   

長崎   237．8   262．5   247．2   

熊本   239．7   247．5   235．4   

大分   219．4   238．5   226．9   

宮崎   199．2   218．4   206．9   

鹿児島   211．7   224．3   212．9   

沖縄   176．6   204．9   196．3   

人口10万人対医師数の  

平成10年→平成16年の増加率   

全国  107．7％（196．6 一→ 211．7）   

東京  105．3％（264．4 → 278．4）   

大阪  106．9％（228．9 → 244．6）   

愛知  105．7％（175．0 →184．9）   

（参考）総医師数   

全国平均・・・211．7人   

最大都道府県…徳島県（282．4人）   

最小都道府県・・t埼玉県（134．2人）  

最大と最小の差は、約2．1倍  

出典：厚生労働省大臣官房統計情報部  

平成16年 医師・歯科医師・薬剤師調査  

3   

注）総医師数…医師一歯科医師・薬剤師調査に届け出た全ての医師の数  

従事医師数…総医師数のうち、医療機関（病院・診療所）に勤務する医師の数  



ニ次医療圏別人口10万人当たり従事医師数  

各都道府県内においても、県庁所在地など人口当たりの医師数が多い地域と、郡部など少ない地域が見られる。  

平成16年医師■歯科医師・薬剤師調査より作成  

人口10万人当たリ  
都道府県  人口】0万人当たり 従事医師数（県）  二次医療圏   従事医師数（県内）  県内での差  都道府県  人口10万人当たり 従事医師数（県）   従事医師数（県内）   従事医師数（県）   

二次医療圏  人口10万人当たリ   県内での差  都道府県  人口1〔）万人当たリ   二次医療圏  人口10万人当たリ 従事医師数（県内）  県内での差   

上川中部   2∈；4．6   石川中央  303．0   県南東部   282．6   
北海道   203．6  3．0倍  石川県   

95．8  124．4  
2．4倍  同山県   

127．4   
2．2倍  

根室  238．8   能登北部  246．3                       高梁・阿薫斤  
津軽地域   241．6   福井・坂井   276．2  呉   276．3   

青森県   164  乙6倍  福井県   202．7  2．6倍  広島県   224．9  1．6倍  
西北五地域   94．7  奥越  104．9  広島中央   174．3   

盛岡  247．4   甲府地区   311．5  宇部り卜野田   364．9   
岩手県   167．9  2．4倍  山梨県   186．8  3．3倍  山口県   224．1  2．3倍  

二戸  102．7  東部  93．8  萩   159．9   

188  仙台   291．6  松本  295．5  東部Ⅰ   302．0   
宮城県  6．5倍  長野県   181．8  2．6倍  徳島県   262．4  1．7倍  

黒川（※1）  45．1  木曽  114．5  西部Ⅱ   179．2   

秋田周辺   250．4   岐阜   213．7   236．6  高松   301．8   
秋田県   181．9  2．5倍  岐阜県   165  1．8倍  香川県  Z，2倍  

湯沢・雄勝   101．0  中濃   120，2  小豆   140．3   

村山   225．6   西遠  219．8   松山  267．9  
山形県   184．2  1．8倍  静間県   168．5  2．6倍  愛媛県   223．9   ．亡：■．‡ム  1．6倍  

最上   126．3  北遠  84．7   「／ロ  165．8  

171  県北   223．4   尾弓長東部   317．1   中央   293，8   
福島県  2．2倍  愛知県   174．9  4．9倍  高知県   261．4  1．9倍  

南会津   99．4  尾張中部   64．2  高幡   151．4   

つくば   322，2   中勢伊賀   228．5   久留米   385．9   
茨城県   142．3  4．0倍  三重県   176．8  1．6倍  福間県   253．2  3．1倍  

常陸大日・ひたちなか   80．1  東紀州   145．4  京簗   126．0   

栃木県   
県南  235．7   大津  307．4   中部   277．8   

189．8  2．0倍  滋賀県   189．7  2．8倍  佐賀県   216，4  
甲賀  

1．9倍  
県西  ‖8．4  110．4  西部   149．9   

前橋  368．6  京都・乙訓   341．4   長崎   318．4   
群馬県   192．2  2．8倍  京都府   258．3  3．3倍  長崎県   247．2  

山城南   上五島   
3．0倍  

太田・館林  131．8  104．2  106．0   

129．4  西部第二   222．3   
2．6倍  大阪府   231．2   

大阪市   315．2   
埼玉県  

熊本   352．8   
1．9倍  熊本県   235．4  3．2倍  

児玉   84．8  中河内   163．5  阿蘇   109．9   

146  安房   
253．4   神戸   254．9   

197．3  226．9   
別杵速見   295．0   

千葉県  3．0倍  兵庫県  2．0倍  大分県  
東国東   

2．3倍  
夷隅長生   84．3  西播磨   128．7  128．6   

東京都  区中央部（※2）  1，190．6  中和   236．5   宮崎東諸県   283．3   
（※3）   

264．2  9．6倍  奈良県   196．7  1．6倍  宮崎県   206．9  2．5倍  
西多摩  123．5  酉和   146．4  西都児湯   114．4   

川崎南部   232．8   
2．0倍  和歌山県   

和歌山   313．3   鹿児島   319．9   
神奈川県   167．4  236．8  2．1倍  鹿児島県   212．9  

那賀   
3．2倍  

県央   116．6  146．8  熊毛   100．0   

166．9  新潟   311．2   
新潟県  

西部   351．9   
2．0倍  沖縄県   196．3   

南部   235．2   
3．1倍  鳥取県   258．3  1．6倍  

十日町   99．6  中部   176．7  宮古   149．7   

富山  257．7  出雲   360．1   ※1黒川（大和町、大郷町、富谷町、大衡村）  
富山県   213．6  1．5倍  島根県   238．1  2．7倍  

新川  167．5  雲南   133．4   ※2区中央部（千代田区、中央区、港区、文京区、台東区）  

※3 島しょ医環圏を除く。  
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主たる診療科別の病院勤務直数の年次推移  

病院に勤務する小児科医は横ばい、産婦人科医は減少傾向  ※内科一外科を除く  

内科：34，788人（H16）  

外科：18，147人（H16）  12，000  

10，000  

8，000  

◆小児科  

一精神科  

＋産婦人科  
－う←麻酔科  

6，000  

4，000  

2，000  

平成6年  8年  10年   12年   14年   16年  

平成16年 医師・歯科医師■薬剤師調査   



施設別の医師の構成割合  

医師届出数  
介護老人保健  

医育機関付属  
診療所の従事者  

施設の従事者   
その他  

の病院の従事者   

270，371人   163，683人   43，423人   92，985人   2，668人   11，035人   

100．0％   60．5％   16．1％   34．4％   1．0％   4．1％   

0％  10％  20％  30％  40％  50％  60％  70％  80％  90％  100％  

ロ病院の従事者口診療所の従事者塵I介言隻老人保健国そのイ也  

施言受の従事者  

平成16年 医師・歯科医師・薬剤師調査  
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病院の新入院患者数一手術数と医師数との関係  

平成14年（D   平成17年 ②   増減数（②－（D）   増加率  

一般病院数  
（一般病床を有する病院）   

8，116   7，952   －164   －2．0％   

新入院患者数（一般病床）   1乙889，614   13，338，638   449，024   3．5％   

全身麻酔件数  
（静脈麻酔は除く）   

148，543   167，744   19，201   12．9％  

手術実施件数  
（関頭・人工心肺・悪性腫瘍）   

40，998   46，721   5，723   14．0％   

悪性腫痛手術実施件数（再掲）   31，563   36，569   5，006   15．9％   

平均在院日数（一般病床）   22．2   19．8   －2．4   －10．8％   

一般病院の病床利用率   80．1％   79．4％   －0．7％ －0．9％   

一般病院の医師数   166，291   171，876   5，585   3．4％   

新入院患者数は各年問の患者数（病院報告）  

全身麻酔Ⅰ手術実施件数は9月中に一般病院で実施した件数（医療施設調査）  

医師数は10月1日現在のもの（常勤換算）（病院報告）  

7   



施設種別の医師数（年齢別）  

01県1医大制度により、多くの医師が養成されたが、その初期の世代は、平成16年データでは50歳  
代中～後半に相当し、病院勤務から診療所勤務へシフトしている。  
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病院従事者  
医育機関従事者   診療所従事者  医療施設以外の者   

（医育機関除く）  

昭和50年   41，335   16，101   68，534   6，509   

平成16年   120，260   43，423   92，985   13，696   

増加割合   2．9   2．7   1．4   2．1  医師・歯科医師・薬剤師調査   
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女性医師の就業状況  

女性医師の就業率  医学部入学者数に占める女性の割合  

25   30   35   40   45   50   55   60   65   70   丁5  

・くさこ・ギ＼・くン、くさ・ヂ・ぜ・せ・車庫・串・、ず、単・♂膚・率ぜぜぜぜ  

（注）医師が25歳で卒業すると仮定した場合の就業率である。  
「日本の医師需給の実証的調査研究」（主任研究者長谷粧敏彦）  文部科学省 学校基本調査   



「医師需給に係る医師の勤務状況調査」による医師の勤務時間   

医師の勤務時間について調査を行い、233病院から、病院常勤医師4077人の有効回答を得、650  
診療所から、診療所常勤医師536人の有効回答を得た。医師が医療機関に滞在する時間のうち、診  
頗研 究を除いたものを勤務時間とすると、年齢  
階級別の勤務時間は下記の通りであった。（病院常勤医師の平均勤務時間は平均で週48時間である  
が、診療所常勤医師の平均勤務時間は平均すると週40時間を下回っている。）  

※ なお、休憩時間や自己研修・研究等に充てた時間を含めた、病院常勤医師が医療機関に滞在する時間は、平均すると合計で週63．3時間であった。  

診療所常勤医師の平均勤務時間   
時間  譲  

病院常勤医師の平均勤務時間  
時間  

20歳代  30歳代  40歳代  50歳代  60歳代  70歳代   

□男性  38．1  42．7  41．5  36．5  36．2  25．3   

園女性  42．3  40．7  29．了  23．2  30．7  31，4   

平成18年3月 医師需給に係る医師の勤務状況調査  

（調査期間は、平成17年末から平成18年初頭のうち任意の1週間である。）10   



病院勤務時間の内訳  

病院勤務時間の内訳（常勤のみ）（勤務時間毎の平均時間／週）  

勤務時間   

外来診療   15．3   

入院診療   24．4   

自己研修   4．4   

教育   2．0   

研究   2．7   

休憩   4．7   

その他   6．8   

不詳   3．0   

計   63．3   

平成18年3月 医師需給に係る医師の勤務状況調査  
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病床規模別の外来患者／在院患者について  

○ 診療所の規模に近い医療機関については、1日当たり外来患者／在院患者は大きいものの、400床   
以上になると病床数が多くなるにつれ、外来患者／在院患者が大きくなり、大規模な医療機関になるほ   
ど外来患者への対応が多くなることが示される。  

平成17年 医療施設調査  
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病院勤務医の負担が増えた壇由 

3年前と比較した勤務負担  増えている理由  

調2   

宣11朋6  

11即2  

聯秘訣珊瑚巌磯醐】726  

劃糾1  

搬∋諦簸捲寿㈱  

軍醐鋭15   

l  l   

病院内の診療外業務（会議など）  

教育・指導  

外来患者数の増加  

入院患者数の増加  

外来患者1人に費やす時間  

入院患者1人に費やす時間  

その他  

n＝2，219  

増えてい  
る．2，219  

人，68％  

0   200  400  600  800 1．000 1，200 1朋0 1．600  

平成18年3月 医師需給に係る医師の勤務状況調査（中間報告2）   
∩＝3，279  



夜間当直の状況  

夜間当直の実施割合   n＝5，635  

夜間当直の実施回数（1ケ月平均回数）  

平成19年3月 日本病院会 勤務医に関する意識調査報告  
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勤務医の負担を減らすにはどうしたらよいか  

医師以外の職員に業務を移す  

汀化など組繊の効率化を図る  

平成19年3月 日本病院会 勤務医に関する意識調査報告  
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平成16年度以降に休止した診療科の状況  

○ 回答のあった2，782病院のうち、平成16年度以降に診療科を休止した病院は439病院（16％）であった。   
診療科別にみると、産婦人科（71件）、小児科（67件）が多かった。  

平成16年度以降に休止した診療科（上位10件）  平成16年度以降に休止した  
診療科  
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平成19年10月 日本病院団体協議会「病院経営の現況調査」  
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救急について  

17   



救 急 医 療 体 系 図  
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救急医療の現状①  

救急自動車による搬送人数の増加と軽症者の割合  

救急自動車による搬送   平成8年度   平成11年度   平成14年度   平成17年度   

全搬送人員   3，247，129   3，761，119   4，331，917   4，958，363   

軽症者の数   1，628，072   1，886，784   2，219，052   2，579，910   

軽症者の割合   50．1％   50．2％   51．2％   52．1％   

救急自動車による搬送人員のうち軽症者の割合は約半数を占め、10年間で  
軽症者数は、全搬送人数の増加に伴い約95万人の増加となっている。  

搬送人員  

600，000  

500，000  

400，000  

300，000  

200，000  

100，000  

0  

○～2時  2～4時 4～6時   6～・8時 8～10時10～12時12～14時14～16時16～18時18～20時 20～22時 22～24時  

覚知時刻による搬送人員は、18時以降も通常の診療時間帯と同様に多い。  

総務省消防庁「救急・救助の現況」  

19   



救急医療の現状②  

救急医療に関する施設整備の推移  

平成14年   平成15年   平成16年   平成17年   平成18年   平成19年   

初期救急  
504   509   510   512   508   511   

（休日夜間急患センター）  

初期救急  
678   686   683   677   666   654   

（在宅当番医制実施地区数）  

入院を要する救急  

（施設数）   

3，289   3，271   3，253   3，228   3，214   3，153   

入院を要する救急  
403   403   403   411   411   408   

（輪番制地区数）  

救命救急センター   160   165   165   178   189   201   

救命救急センターは増加傾向にあるものの、他の施設についてはおおむね横ば  
い状態である。  

医政局指導課調  
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小児科について  
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小児科医数と小児人口10、，000人当たり小児科医数   

平成10年から平成16年において、小児科医数及び小児1万人あたりの小児科医数は  
増加している。都道府県別にみても、ほぼ全ての都道府県で増加している。  

22   



小児救急医療拠占病院に勤務する小児科医師数と勤務時間  

小児科医師1人あたりの1ケ月あたりの勤務時間数（平成17年11月）  

◆ 小児科医師1人あた   
りの1ケ月あたりの   

勤務時間数  

1
人
あ
た
り
の
勤
務
時
間
致
 
 

一対赦（小児科医師1  

人あたりの1ケ月あ   たりの勤務時間敢）  

全国25箇所の小児救急  

医療拠点病院（除く子供  

病院）に対して調査した  

結果  

0
 
 

15  20  

小児科医師数（常勤）  

∩
）
 
 

厚生労働省医政局指導課調  
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産婦人科について  
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産婦人科医数と出生1000人当たり産婦人科医数推移   

全国的には、産婦人科医は減少しているものの、出生数あたりの産婦人科医は横ばい。  

また、都道府県における産婦人科医の増減には差がある。（産婦人科医とは、産科及び  
産婦人科を主な診療科として医療機関において従事している医師）  
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病院における産婦人科の勤務状況  

○青森県で産科■婦人科を標模する17病院※に勤務する産婦人科医52名に対して  

アンケ⊥ト調査を実施。（※一部県外の病院を含む。大学付属病院は除く。）   

○ 回答率  

・15施設（88．2％）   

■ 34医師（65．4％）  

○ 結果の概要  
・過当たり平均勤務時間数：68時間   

一 月当たり当直回数：8回  

（宅直の場合には、月当たり18日）  

平成18年度青森県委託事業「青森県における産科医療の現状と将来展望に関する調査研究」  
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緊急医師確保対策について  

27   



緊急医師確保対策について（平成19年5月31日政府ヰ党）  

6．医師不足地域や診療科で勤務する医師の養成の堆進  

地域や特定の診療科で医師が不足している現状に対応し、奨学金を活用して都道府県が定める地域や診療科に確実に医師  

が配置できるための医師養成数の緊急臨時的な増加を行う。さらに、地域の医療に従事する医師数の増加を図るため、医学  

部における地域枠の拡充を図るとともに、医師養成総数が少ない県においては、医師の養成数を増加させる。また、臨床医を  

養成する医育機関の在り方についても検討する。  

28   



災害時の医師派遣の仕組みに準じ、都道府県から甲要請に応じ、医師不足の深  

刻な病院に対し、全国規模の病院グループ等から、ローテーションで医師を派遣  
する体制を国レベルで整備することを想定している。  

29   



2．病院勤務医の過重労働を解消するための勤務環境  
の整備等  

■ ● ■ し ■ t ■ ■ ■ ■ ■ ＿ ■ ■ 二 ＿ ＿ ＿ ■ ■ ＿ ■ ■   



3 女性医師等の働きやすい職場環境の整備  

・女性の医師や看護職員が利用しやすい保育所（院内保育所、24時間保育、病児嘩育等）  
を普及する。  
－離職している女性医師が、復職するために必要な研修を実施する病院等への支援や、  
現在実施中の女性医師バンクの実施体制の充実を図り、復職支援を支援する。  

【女性医師バンクの拡充など】  【保育所等の充実】   
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①研修医の都市への集中の是正のため、臨床研修病院の定員数を削減する。  
②大学病院を含む臨床研修病院の臨床研修の在り方を見直し、地域への医師派遣  
機能を有する病院を優遇する。  
③臨床研修後の専門医（医師国家試験合格後5～6年で到達）に向けた研修につい   

て、地域医療への従事を要件とすることや、その研修を行う病院については、医   
師派遣機能を有することを要件とすることなどを検討する。  

是正後  
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5－1．産科医療補償制度  
■ ●●  
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分娩時の医療事故により障害を受けた方々の早期救済と、  
産科補償制度を速やかに実現する（19年度中からの実施を目指す）。  

今
ま
で
は
 
 

●
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：
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■
i
－
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補償なし  

（医師賠償責任保険等への求償）  

無過失補償制度の創設  

● ◆●  

■－■▲■＝■■■  



5－2．診療行為に係る死因究明制度の構築（イメージ）  

診療行為に係る死因究明制度を構築することにより、医療死亡事故の真相の解明と医  
師の責任範囲の明確化を図る。  

医療事故調査会（仮称）  

′の創設  評
価
結
果
 
 

報
告
書
 
 

／  

】  

l  

ヨ  

E  

】  

i  

BI 

層  

患者遺族  

＜＝コロロ  

⊂二＞  

再
発
防
止
 
 

ヰ・   

遥■■■   

鼠■躍出  
血   

・＋＋ ＋∴・＋∵  

医療機関  

届
出
－
調
査
依
植
 
 

一  ■  － －  ■ － －  － －  ■  ■  ■  】  」 －  －  －  ●  ●  」   

4
 
 

3
 
 



6・医師不足地域や診凛科勤務する医師の養成の推進  

一医師が不足する地域や診療科で勤務する医師を養硬するための医学部定員を、  
一定期間、臨時応急的に増加する。  
t地域への医師の定着を図るため、大学医学部における地域枠の拡充のための  
誘導策を充実する。  

‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾ 
ヽ  

、．．＿ ＿．．＿．．．＿ ＿ ＿．．．．＿ ＿ ＿．．＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿＿ ＿ ′  

l医師が不足する地域i  
．＿＿＿ ＿．．＿ ＿＿．．＿．＿ ＿＿ ＿ ＿．＿＿．＿．＿ノ  

ヽ  
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資料1－3  

平成18年度診療報酬改定の基本方針の対応状況について   

平成18年度診療報酬改定は、社会保障審議会医療保険部会及び医療部会に  

おいて取りまとめられた「基本方針」を踏まえて行われたものであるが、「基  

本方針」の各項目に係る対応状況は以下のとおりである。  

「▲‾‾‾▼▲▲‾‾‾‾‾‾‾▼‾－‾▲一‾‾‾‾‾‾‾‾‾－▲■‾‾‾‾‾－－－－【▲‾－－－－－－－－－－一一一一－－－一一－－－一一－－－－－一一－－－－【－－－－－▲－ 

至・下線部蛙卿ている箇所喜  

l ≒・枠囲みは、平成18年度診確報酬lこ樹ナる異体朋な村方  

平成18年度診療報酬改定の基本方針  

蚕目．  
＿＿＿＿＿」  

平成18年度診療報酬改定に係る基本的考え方  

○ 国民の健康・長寿という人間にとって一番大事な価値を実現するためには、国民の安心   

の基盤として、質の高い医療を効率的に提供する医療提供体制の構築と、将来にわたる国   

民皆保険制度の堅持とが不可欠である。  

○ 今後の基本的な医療政策の方向性としては、  

・医療を受ける主体である患者本人が、医療に積極的かつ主体的に参加し、必要な情報  

に基づき患者自身が選択して、患者本人が求める医療を提供していく、という患者本位  

の医療が提供される仕組みを構築していくこと  

・生活習慣病の予防に積極的に取り組むとともに、仮に入院加療が必要となった場合に  

あっても、早期に在宅に復帰し、生活の質（QOL）を高めながら、自らの生活の場に  

おいて必要な医療を受けることができる体制を構築していくこと  

・人口構成等の構造変化に柔軟に対応するとともに、国民の安心や制度の持続可能性を  

確保するといった観点から見直しを行い、経済・財政とも均衡がとれたものとするため  

に過大・不必要な伸びを具体的に厳しく抑制することを通じて、将来にわたり国民皆保  

険制度を堅持していくこと   

が求められていると言える。  

○ 平成18年度診療報酬改定は、保険財政の状況、物価t賃金等のマクロの経済指標の動   

向、全国の医療機関の収支状況等を踏まえつつ、今後の基本的な医療政策の方向性に係る   

上記のような認識に立って行われるべきであり、具体的には、以下の4つの視点から改定   

が行われるべきである。   

① 患者から見て分かりやすく、患者の生活の質（QOL）を高める医療を実現する視点  

－1－   



② 質の高い医療を効率的に提供するために医療機能の分化・連携を推進する視点  

③ 我が国の医療の中で今後重点的に対応していくべきと思われる領域の評価の在り方   

について検討する視点  

④ 医療責の配分の中で効率化余地があると思われる領域の評価の在り方について検討   

する視点  

○ 具体的な診療報酬点数の設定に当たっては、基本的な医療政策の方向性を明確にしない   

まま診療報酬施策によって医療機関の診療行動や患者の受療行動を誘導しようとするので   

はなく、基本的な医療政策の方向性に沿って個別の診療報酬点数を設定していく中で対応   

していくことを基本とするべきである。  

○ 一方、基本的な医療政策の方向性に必ずしも沿ったものではない医療については、単に   

診療報酬点数上の評価の適正化を行うだけでなく、「必要かつ適切な医療は基本的に保険診   

療により確保する」という国民皆保険制度の理念を基本に据えつつ、特に患者の選択に係   

るようなものについては、保険診療と保険外診療との併用を認める制度の活用により、応   
分の負担をしていただくことも含め、検討していくべきである。  

2 4つの視点から見た平成18年度改定の基本方金  

（D 患者から見て分かりやすく、患者の生活の質（QOL）を高める医療を実現する視点  

○ 必要な情報に基づき患者自身が選択して、患者本人が求める医療を提供していく、とい   

う患者本位の医療を実現するためには、まず患者から見て分かりやすい医療としていくこ   

とが前提であり、患者に対し医療に関する積極的な情報提供を推進していくことが必要で   

あるとともに、患者の生活の質（QOL）を高める医療を提供していくことが必要である。  

○ このため、診療報酬体系の見直しに当たっては、そもそも診療報酬体系自体を患者にと   

って分かりやすい体系とする視点に立って、見直しを推進するべきである。  

とりわけ、診療報酬上評価されている医療のうちには、実際に提供されているが、患者   

が明確に分からないままに責用を負担しているものもあるとの指摘もあり、現行の診療報  

酬の名称等の位置付けも含め、点検を行っていくべきである。  

】   
l   I  l   l   l   

．（平成18年度改定における対応事項）  

・老人診療報酬点数表の見直し（一般の医科診療報酬点数表等との一本化）  

・指導管理料の名称の見直し（医学管理に統一） 等  
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○ 患者への情報提供の推進の観点からは、患者が保険医療機関を受診等した場合に医療費   

の内容の分かる領収書の発行を受けることができるよう、診療報酬体系を患者にとって分   

かりやすいものとする取組と併せ、現状を考慮して所要嚇講じた上で、保険医   

療機関や保険薬局に医療費の個別単価など護組な内容の分力、る領収書の発行を義務付ける   

却皇である。   

（平成18年度改定における対応事項）  

一医療費の内容の分かる領収書の交付の義務づけ  等  

○ また、患者の生活の質（QOL）を高める医療を提供する観点からは、不適切な食生活、   

運動不足、喫煙等の生活習慣に起因した皇道宣堕痘豊里重症但亘匪圭並進するための方策   

について検討するべきである。  

：（平成18年度改定における対応事項）  
l  

・生活習慣病指導管理料の見直し  

（∋ 質の高い医療を効率的に提供するために医療機能の分化■連携を推進する視点  

○ 質の高い医療を効率的に提供するため、地域の医療機能の適切な分化一連携を進め、急   

性期から回復期、慢性期を経て在宅療養への切れ目のない医療の流れを作り、患者が早く   

自宅に戻れるようにすることで、患者の生活の質（QOL）を高め、また、必要かつ十分   

な医療を受けつつトータルな治療期間（在院日数を含む。）が短くなる仕組みを作ることが   

必要である。  

このため、些些週型型杢剋⊆昼る登壇空室旦方について嘩   

討するべきである。  
■‾【▼  

l  ，  l  l  

】＿＿▼」  

（平成18年度改定における対応事項）  

・地域連携パスによる医療機関の連携体制の評価   

○ また、高齢者ができる限り住み慣れた家庭や地域で療養しながら生活を送れるよう、ま   

た、身近な人に囲まれて在宅での最期を迎えることも選択できるよう、支援していく体制   

を構築することが必要である。  

このため、入院から在宅への円滑な移行を図りつつ、介護保険との適切な役割分担の下、   

24時間診療ができる在宅医療や終末期医療への対応に係る評価の在り方について検討  

するべきである。  
l  

：（平成18年度改定における対応事項）  

在宅療養支援診療所の評価  等  

－ 3 －   



○ さらに、我が国の医療については、諸外国と比べ平均在院日数が長いという指摘があり、   

医療機能の分化・連携を図りつつ、医療資源を集中的に投入することにより、必要かつ十   

分な医療を確保しつつ、平均在院日数の短縮を図っていくことが必要である。  

このため、平均在院日数の短縮の促進に資するような入院医療の評価の在り方や、急性   

期入院医療における診断群分類別包括評価（DPC）の支払い対象病院の拡大等について   

検討するべきである。  
l‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾－■‾‾‾－■■‾■－■■‾■‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾－－‾‾‾‾‾‾‾■‾‾■‾－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾■‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾■‾‾‾‾‾‾■‾‾‾‾‾‾‾－‾‾■‾‾‾‾‾■▲‾‾－‾‾‾‾‾－‾■■‾‾‾‾‾－‾‾‾‾－｛■「‾‾▲‾‾‾‾‾‾‾‾▼‾‾  

：（平成18年度改定における対応事項）  

t急性期入院医療の実態に即した看護配置の適切な評価  
l 

l  

・DPCによる支払対象病院の拡大  等  

○ このほか、病院・診療所の機能分化・連携を推進する観点から、病院と診療所の初再診   

料の格差の問題など、外来医療に対する評価の在り方について検討するべきである。  
l‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾■‾‾‾‾■‾‾‾‾‾‾‾‾■‾‾‾‾‾‾－■■‾‾‾‾‾－－‾‾‾‾‾‾－‾‾‾■－‾‾‾‾‾‾‾‾‾－‾－■‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‘－‾  

：（平成18年度改定における対応事項）  

‾‾‾‾‾‾■‾‾‾‾‾▼‾‾‾‾‾‾－‾‾‾‾■－▲‾▲‾▲‾‾‾‾‾‾  

「  
l  l  I  

初再診料、外来診療料等の見直し  等  

③ 我が国の医療の中で今後重点的に対応していくべきと思われる領域の評価の在り方につい   

て検討する視点  

○ 我が国の医療の中で今後重点的に対応していくべきと思われる領域については、国民の   

安心や制度の持続可能性を確保し、経済■財政とも均衡がとれたものとするといった観点   

も踏まえつつ、その評価の在り方について検討していくことが必要である。  

○ 例えば、産科や小児科、救急医療等については、診療科・部門による医師の偏在により   

地域において必要な医療が確保されていないとの指摘があることも踏まえ、特に休日、夜   

間等における医療機関の連携体制を確保していく観点からも、これらの領域に対する診療   

幸柑H上の適切な評価lこついて検討するべきである。  
l■‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾■‾■－‾■‾－‾－‾■‾－－‾‾‾‾‾‾‾‾－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾■‾‾‾‾‾‾－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾▼▼‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾■‾‾‾‾‾‾‾‾‾－‾－h‾‾－‾－‾←－‾‾‾‾‾‾‾‾ 1  

● （平成18年度改定における対応事項）  

リ＼イリスク分娩管理加算の新設  

‡・乳幼児深夜加算等の新設及び評価の充実  等  

○ また、医療分野においてはIT化が遅れているが、IT化を推進していくことは、被保  

険者、医療機関、保険者、審査支払機関等のそれぞれにとってメリットのあることであり、  

解決すべき課題を整理しつつ、これを集中的に推進していくための方策についても検討す  

る竺皇である。  

－4－   



：（平成18年度改定における対応事項）  
l  

・電子化加算の新設  

○ さらに、医療の安全性の更なる向上の観点から、医療曇全に係るコストの実態を踏まえ   

つつ、詮垂線酬上の更なる取組の可能性についても検討していくべきである。  

；（平成18年度改定における対応事項）  

：・医療安全対策加算の新設  

○ このほか、壁掛   

るとともに、艶処＼医療技術については、有効性、安全性等のほか、その導入の効果につ  

いても十分に確認した上で、  適切に保険導入を図っていくことが必要であるが、その際に  

は、保険導入手続の透明化・明確化の視点に十分配慮していくべきである。  

：（平成18年度改定における対応事項）  

；・高度先進医療の保険導入  
l  

新規技術の保険導入  等  

④ 医療費の配分の中で効率化余地があると思われる領域の評価の在り方について検討する視   

○ 国民の安心や制度の持続可能性を確保し、経済・財政と均衡がとれたものとするといっ   

た観点を踏まえつつ、今後重点的に対応していくべきと思われる領域の適切な評価を行っ   

ていくためには、医療費の配分の中で効率化余地があると思われる領域について、その適   

正化を図る方向で、評価の在り方について検討していくことが必要である。  

○ このため、、患者の状態像に応じた慢性期入院医療の評価の在り方、入院時の食事に係る  

評価の在り方、  外来医療における不適切な頻回受診の抑制のための評価の在り方、コンタ  

クトレンズ診療等における不適切な検査の適正化のための評価の在り方、  かかりつけ歯科  

かかりつけ薬局の本来の趣旨に即した適正な評価の在り方等について検討するべきで   

ある。   

（平成18年度改定における対応事項）  

・患者の状態像に応じた慢性期入院医療の評価  

・入院時の食事に係る費用の算定単位の見直し  

・外来迅速検体検査に係る評価の新設  

・コンタクトレンズに係る診療の評価の適正化  

・かかりつけ歯科医初・再診料の廃止  
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○ また、医薬品については、画期的新薬の開発を促進する薬価制度を構築していく一方で、   

良質かつ廉価な後発医薬品の使用を促進することは、医療保険制度の持続可能性の維持に   

資するものであることから、後発医薬品の使用促進のための環境整備の方策についても検  

討するべきである。  
l  1  l  

（平成18年度改定における対応事項）  

後発医薬品の使用促進のための環境整備（処方せん様式の変更）  

○ このほか、医薬品、医療材料、検査等のいわゆる「もの代」については、市場実勢価格   

等を踏まえた適正な評価を進めるべきである。  
l‾‾‾‾‾‾‾‾■■‾‾■‾‾‾‾‾‾■‾‾‾‾‾■‾‾‾‾‾■－‾‾‾■■‾‾■■‾■‾‾‾‾‾‾■‾－‾‾‾‾‾‾‾‾‾’－－－－‾‾‾‾－‾‾■‾‾‾‾■■‾‾■‾‾‾‾‾‾‾‾■■‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾－－■■・－－‾－－－－‾－－－－‾‾‾‾‾■‾‾‾‾‾‾‾‾■■‾‾■■‾‾■‾‾「 

‡（平成18年度改定における対応事項）  

・薬価、医療材料価格等の見直し  

：（平成1．8年度薬価改定▲1．8％（うち医療材料の引下げ▲0．2％））   

3 終わりに  

○ 中央社会保険医療協議会（以下「中医協」という。）におかれては、本基本方針の趣旨を   

十分に踏まえた上で、具体的な診療報酬の改定案の審議を進められることを希望する。  

○ また、平成18年度診療報酬改定の結果については、本基本方針に即した改定であった   

かどうか、実際の改定の効果がどの程度あったのか等について、中医協において検証を行   

い、その結果を当部会に報告いただくことを希望する。  
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資料2  

医療計画について   



新たな医療計画の実施まで   



塾蓋妻話宅蛋＃♯薄宝  
玉二手筈量壬壬工≡三主呂てごこ：・  

葦≡壷蓋歪毒  
墓室墓室  

（1）住民†患者の視点尊重   
○ 視点の変更  
‥・医療提供者の視点 から 住民・患者の視点 へ   

○ 積極的な情報提供  
‥・広告規制の漸進的緩和 から 広範網羅的な情報提供 へ  

（2）質が高く効率的で検証可能な体制へ   
○ 量 から 質の充実 へ   
○ 総病床数管理的側面の重視 から  

4疾病及び5事業に代表されるより詳細な事業内容 へ   

○ 規制や財政面の誘導  から  

積極的な医療情報の提供による誘導 へ  

（3）官から民へ、国から地方へ   
○ 官から民へ   
・・・社会医療法人の新設   

○ 国から地方へ   
・‥地方分権の流れ推進・都道府県知事の責務の明確化  

．ユ∴＝＝土＝ヒニ＝±－⊥⊥一一十二二÷二ニュニュ1代土てごこユニ二＝こ二三こ▼  
：±ご二」土エ」二二」1▼三」し′▲」】 一「一・山一  

2   
こ一一一－⊥一y ∴－－一「一一・一一－－r」「一一し一▲∴十  



実際の医療計画策定に当たって  

病床数の量的管理とともに質（医療連携・医療安全）の評価  

都道府県ごとに4疾病5事業に係る医療資源の再確認とそ  

れらの連携  

数値目標を示し住民・患者に分かりやすい評価  

都道府県に対し具体的な作成指針等を提示  

医療連携体制  

一つの医療機関だけで完結する医療  

地域の医療提供者が連携により患者の治療を分担、完結する医療  

＼
 
 

‥
 
一
∵
二
、
 
 

○医療サービスの  

質の向上   

○患者が受診する   

医療機関を選択  

○医療機関相互の  

協力と切瑳琢磨  



改正医療法における医療提供体制の考え方   
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医療計画に医療連携体制を明示  

都道府県は、医療計画に、4疾病（がん対策、脳卒中対策、急性心筋梗塞対策、糖尿病対策）  
及び5事業（救急医療、災害時医療、へき地医療、周産期医療、小児医療）の医療体制それぞれ  
について、必要な医療機能（目標、求められる体制等）及び担う医療機関⊥施設の具体的名称を  
記載し、住民にわかりやすく公表する。  

都道府県医療計画  

▲▲リハビリ病院  

◇◇病院（回復期リハ病棟）  

護者△ 

・□○診療所  

00病院  
△△病院  

く目標＞  

・発症後3時間以内に専門的   

治療開始  

・早期のリハビリ実施  

＜目＿標之  

■機能障害改善・AD」の向上等   

回復期のリハビリ実施  

められる  められる  
24時間対応可能なこと  
脳梗塞の場合、t－PAによる  
脳血栓溶解療法が実施可能な  

こと  

廃用群症候群や合併症の予防  

セルフケアの早期自立のため  
のリハビリテーションが実施  

可能なこと  

理学療法、作業療法、言語聴覚  

療法等のリハビリが専門医療ス  

タッフにより集中的に実施可能  

であること  

再発予防の治療、基礎疾患一危  

険因子の管理、抑うつ状態への  
対応が可能なこと  
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脳卒中のて医療体制  

【予防】   【救護】   【急性期】   【回復期】   【維持期】   

応急手当・病院前救  救急医療   身体機能を回復させるリ  日常生活への復帰及び維 持のためのリハビリテー  
機  発症予防  護  ハビリテーション  

ション   生活の場での療養支援   

●脳卒中の発症予  ●発症後2時間以内  ●来院後1時間以内の専門的  ●回復期に行うリハビリ  ●維持期に行うリハビリ   ●在宅療養支援  

目               防   の急性期病院到着  治療開始   テーション実施   テーション実施   ●希望する患者に対する   

標  ●急性期に行うリハビリテー  ●再発予防治療、基礎疾  ●在宅等への復帰及び生  看取り  
ション実施   患・危険因子の管理   活の継続支援   

医  ●救命救急センターを有する  ●リハビリテーションを専  ●介護老人保健施設   ●診療所  等   

療 機  
病院   門とする病院   ●介護保険によるリハビリ  

関  ●脳卒中の専用病室を有する  ●回復期リハビリテーショ  テーションを行う病院・診   

例  病院   ン病棟を有する病院   療所   

●基礎疾患・危険  【本人・周囲にいる  ●CT・MR】検査の24時間対  ●再発予防治療、基礎疾  ●再発予防治療、基礎疾  ●再発予防治療、基礎疾  

因子の管理   者】   患・危険因子の管理   患■危険因子の管理   患・危険因子の管理  

求 め                   応         ●初期症状出現時  ●速やかな救急搬  ●専門的診療の24時間対応  ●抑うつ状態への対応   ●抑うつ状態への対応   ●抑うつ状態への対応   

ら  の対応について、  送要請   ●来院後1時間以内にt－PAに  ●機能障害の改善及び  ●生活機能の維持・向上  ●訪問看護ステーション、   
れ  本人等に教育・啓  よる脳血栓溶解療法を実施  ADL向上のリハビリテー   のリハビリテーション実施  薬局と連携した在宅医療   
る   発   
事  【救急救命士】   ●外科的治療が必要な場合2  ションを集中的に実施   ●在宅復帰のための居宅  ●希望する患者に対する   

項  ●初期症状出現時  ●適切な観察・判  時間以内に治療開始  介護サービスを調整   居宅での看取り   

同   
における急性期病  
院への受診勧奨   

●廃用症候群や合併症の予防  ●居宅介護サービスとの  

●急性期病院に2時  連携   

間以内に搬送   のリハビリテtション実施  

●医療施設間における診療情報・治療計画の共有  
連  

携  ●発症から治療開始までの時間短縮  ●在宅等での生活に必要な介護サービスの調整  

●基本健診受診率  ●発症から救急通  ●SCU等を有する医療機関  ●回復期のリハビリテー  ●介護保険によるt」ハビリ  ●在宅療養支援診療所数  
指  
標  

報までの時間  数・病床数  ション実施医療機関数   テーション実施施設数  

に  ●救急要請から医  
よ  

る  
療機関到着までの  

現  
時間  ●急性期リハビリテーション実  ●入院中のケアプラン作定率  

状  施医療機関数  

把  ●地域連携クリテイカルパス導入率  

握  
●在宅等生活の場に復帰した患者の割合 ●発症1年後のAD」の状況 ●脳卒中を主原因とする要介護認定者数 ●年齢調整死亡率  7  
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